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日米におけるヒバクシャ研究の現状 と課題

竹本 恵美

NuclearVictimsIssuesinJapanandtheU.S.

TAKEMOTOEmi

はじめに

2010年12月22日,米 上院はロシアとの新戦略兵器削減条約(新START)

の批准承認を可決 し,核 軍縮への大きな流れを開始 した。2009年4月,プ ラ

ハでの演説 で,「 米国が核兵器のない世界の平和 と安全を実現するために取

り組んでいくと,は っきりと信念を持って宣言する」 と語 ったオバマ大統領

は,核 軍縮 と脱原子力に向けて努力する姿勢を見せている。その背景には,

国内の原子力 ヒバクシャに対する補償問題や,放 射能汚染による環境問題の

深刻さ,低 線量 ヒバ クの リスクに関する研究や,エ ネルギーとしての原子力

を経済や環境保護の面から見直す研究の進展,国 民の原子力利用への不信感

やヒバクに対する不安感が存在す る。

米国同様,日 本の ヒバク訴訟や低線量 ヒバ ク ・リスクの問題は深刻である。

しか しなが ら日本政府 は原子力立国計画を掲げ,「 エネルギー安定供給と低

炭素社会実現に原子力発電は不可欠である……新増設の推進,設 備利用率の

向上及び核燃料サイクルの確立に取 り組むとともに,将 来の リプレースや高

速増殖炉サイクルの実用化に向けて中長期の技術開発を推進する。また,世

界的な原子力発電導入拡大に向けた原子力の国際協力を推進する」 として,

原子力開発と原発輸出に力を注いでいる')。ヒバ クシャの救済や原子力政策

の見直 しを避けているようにも見え,日 本国内にはヒバクシャがいないと見

なしているかのようにも見える。
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脱原子力への歩みは,欧 州が先導 し,よ うや く米国も開始 した。原子力利

用の不経済性や非人道性が明 らかとな り,世 界は原子力利用の拡大を停止 し,

再生可能エネルギーへと移行 し,原 子力産業は急速に斜陽化 している。 しか

し日本政府はなぜ,こ の潮流に逆 らい,40年 間変わらない原子力エネルギー

政策や原子力優遇策に執着 し,再 生可能エネルギーの利用に積極的な姿勢を

示 していないのだろうか。そのことに対する国民か らの批判の声は,な ぜ弱

いのだろうか。 このような問題意識のもと,本 稿では,米 国における原子力

やヒバクに関する論議 と,日 米両国が抱えるヒバクシャ問題を検討 し,残 さ

れている問題 と研究課題を考察 したい。

なお,本 稿で使用する用語 については,次 のような認識で用いる。「ヒバ

ク」 とは,放 射線か らエネルギーを受け取ることを意味し,一 般的には,放

射線を浴びることを指す。原爆の炸裂 による被害や被害者 を指す場合は,

「被爆」,「被爆者」,放 射線 による被害や被害者を指す場合は,「 被曝」,「被

曝者」,そ の両者を指す場合は,「 ヒバク」,「ヒバクシャ」 と表記する。原子

力燃料はエネルギーを生み出す際に,必 ず放射能を持つ核分裂生成物を放出

し,原 子力利用 は必ず ヒバクとヒバクシャを伴う。原子力の軍事利用と平和

利用 といった区分は原子力利権者側にとっての違 いであり,被 害を受ける側

から見れば,ヒ バク源が何であれ,そ の恐ろ しさや被害には大差がないと考

える。 ヒバ クによる主な健康被害は,死 亡,脱 毛や造血障害などの急性障害,

がんや白血病などの晩発障害,子 孫に生 じる遺伝的影響である。

1.米 国における原子力利用の経済性と環境保護効果の見直 し

米国 は1979年3月,ペ ンシルベニア州 ス リーマ イル 島の原子力発 電所で発

生 した事故 を経 験 して以 降,原 発 の新規建設 を行 な ってい ない。 ブッシュ元

大統 領 は2001年5月 の演説 で,「 ク リー ンかつ供給 面 で制 約 がな い原 子力発

電 を拡大 しなけれ ばな らな い」 と強調 し,16件 の 原発建設 が計画 された。 し

か し2010年10月,米 大手 電力会社 の コ ンステ レー シ ョン ・エ ナ ジー ・グル ー

プ社 がエ ネルギー省 に対 し,経 済 的理 由によ り原発建 築計 画 の凍結 を伝え た

ことを,オ バマ政権 関係 者が 明 らか に した1丁)。
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近 年 米国 では,原 子力 利用 のデメ リッ トが公 に論議 されて いる。 原子力規

制 委員 会(NRC)の 元 委員 の ピー ター ・ブ ラ ッ ドフ ォー ドは,2007年1月

にパ ンフ レッ トを発行 し,「 新 しい原 子力発 電所 の建設 は,気 候 を守 るた め

に必 要な,よ り安 く容易 に得 られ るオ プ ションか ら民 間及 び公 的投 資 をそ ら

す ことにな る」 と主 張す る'8)。世 界原 子力協 会(WNA)の 戦 略 ・調査 デ ィ

レクタ ーは2008年8月,「NuclearEngineeringInternational』 の ウ ェブ

サイ トに投 稿 し,「 現在,新 しい原子 力 の コス トに関 して,確 固 と した推定

値 を出す ことは全 く不可能 であ る」 と指摘 す る'9)。エ ネル ギー研究 所の ロ ッ

キーマ ウンテ ン研 究所(RMI)は2008年12月,「 原子カ ー気候 問題 の解決策?

あ るいは愚行?」 と題 した報 告書 を発表 し,「 新 しい原子 力 に1ド ルを使 う

のは,そ の1ド ル を新 しい石炭火 力 に使 うの よ りも気候 に対 して悪 い効果 を

持 つ」 と結論 づ ける とと もに,「 原子 力 はまた,長 寿命 の放射性 廃棄物,壊

滅 的事故 の可能性,テ ロ攻撃 に対 す る脆 弱性な どの特別 な問題 も抱えて いる」

と指摘 す る2。)。マサ チューセ ッツ工 科大学(MIT)は2009年5月,「 原子力

の将 来」 と題 した調査研 究報告書 を発表 し,日 本 と韓 国での実 際の原発建設

コス トか ら米 国での新規 原発建設 の コス トを推定 した結 果,コ ス トは6年 間

で2倍 に上 昇 し,年15%の 上 昇 を見せて い ると報告 す る2')。これ らの例の よ

うに,こ れ まで原子力 開発の 中心 部 にいた者 た ちが,現 在,原 子力 利用 に疑

問を呈 して い る。

他,10万 人 の会員 を有 す る 「憂 慮す る科学者 同盟」 は,2007年3月 に 「原

発 と温暖化」 と題す る方 針書 を発 表 し,「 まず は一 番大 きな削減 を一番早 く,

そ して低 コス トで,そ して リス クが少な い方 法で実現 で きる ものか ら初 めて

い く必要 があ る。原 子力 は これ らの基準 を満 た さない」 と明言 してい る22)。

NPO団 体 の 「キース トー ン ・セ ンター」 は2007年6月,「 原子力共 同実態調

査」 と題 す る報告書 を公表 し,「 法治 が弱 い国,建 設技 術が未熟な国,運 転 ・

安全 ・保全文化 の乏 しい国,規 制 の甘 い国に原 子力発電 が広が る ことを懸念

す る」,「原発 の拡大 ・拡 散 とと もに,非 核保 有国 での核燃 料施設 が広が り,

核 拡 散 リス クが高 まる」,「商業用 の再処理 は不 経済,高 速 炉 は不経 済かつ信

頼性 に劣 る」 な どの見解 を示 してい る23)0

原 子 力利用 の経済分析 は,本 格 的 に行 なわれて いる。投 資情報会 社の スタ
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ンダー ド&プ アーズは2006年1月 に作成 した欧米の原子力の信用度評価報

告書において,「 原子力を抱える電力会社は,そ れを持たない会社よりも,

信用評価が低 く,信 用のために余分に払 うことになり得 る」と結論づけてい

る24)。格付け会社のムーディーズ ・イ ンベスターズ ・サービスは2009年6月,

「新原子力時代一格付け圧力の増加」 と題 した所感を発表 し,新 規原発建設

を積極的に追求 している債権発行体に対 し否定的な評価を採用 し,新 規原発

を建設す る電力会社の債権価格が25～30%低 落することを示 している25)。世

界銀行は2009年10月,『 世界開発報告』を発刊 し,「原子力 には相当の資本 と

高度の熟練職員が必要であ り,運 転開始までの リー ドタイムが長 く,短 期の

炭酸ガス排出削減の効果は限 られている。一基の原子力発電所の計画 ・許認

可 ・建設には,普 通,10年 かそれ以上の時間がかかる」 と指摘 している26)。

シティグループ証券の投資研究分析部門は2009年11月,英 政府が新規原発電

計画を促進 させ るための政策を発表 したことを受け,「新規原発?エ コノ ミ

ス トはノー:英 国が新規原発に青信号とは本当か?」 との報告書を発行 した。

英国政府が融資支援なく,民 間企業にリスクを担わせ ることを前提に,新 規

原発 に青信号を出したことについて,建 設,電 力価格,運 営の3点 か らリス

クを検討 し,「新規原子力を望むなら,支 援の手を差 し出さなければ原発は

建設 されず,建 設されたとしても,経 済面で持続可能にならない」 と結論づ

けている2%こ れ らの研究により,原 子力が経済や環境保護の面で再生可能

エネルギーに劣っていることが明らかになった。

現在米国では,バ イオマス発電所 の開発や ノースカロライナ州での実

験28)など,再 生可能エネルギーに関す る先端的な研究が進められている。

再生可能エネルギーの実用化においては,欧 州が先導 している。スウェーデ

ンは大量のウラン鉱を有 しつつ も,国 民が原発 に頼 らないエネルギー政策を

選択 し,国 内では電力が自由化され,多 様な再生可能エネルギーを利用 した

発電が盛んになっている。国民は自分の意志で発電方法 と会社を選んだ り,

電気を販売 した りすることができ,自 治体によるエネルギー自給などにより

電気料金は一気に下が り,政 策は好意的に受け入れられているss)。2010年に

入 り,欧 州の複数の公的機関か ら,自 然エネルギー依存率100%に 向けた具

体的シナリオが公開 されたことによ り,自 然エネルギーを基本 とする社会へ
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の転換が現実に構想されるとともに,そ の産業経済的な成長と恩恵を展望 し,

「第3の 産業革命」 としての可能性 も議論 されるようになっている30)。

2.欧 米における低線量被曝 リスクに関する研究

放射線 ヒバ クによる障害の事例は,X線 発見か ら1900年 までに170以 上記

録 されている2)。1930年 代までにX線 の誤用 ・乱用によるX線 関連労働者の

死亡が急増 し,放 射線学者のパーシー ・ブラウンはX線 被曝者に関する研究

書 「X線 で科学の犠牲 になったアメ リカ人』を著わ した3)0他 にも,X線 被

曝に関す る先駆的な研究が出版された。1927年,遺 伝学者のハーマ ン・J.

マラーはハエによる実験 において,低 レベルX線 被曝による遺伝的損傷を確

認 し,遺 伝子の損傷に関し被曝に安全な レベルは存在 しないであろうことを

示 した4〕。1956年,医 師であり疫学者で もあるア リス ・スチュアー トらは,

妊婦のX線 照射 によって胎児のがん発生率が倍増するとの研究結果を発表 し

た5〕。1977年 には,ハ ンフォー ドで数年以上働き平均3レ ム被曝 した労働者

に,膵 臓や多発性骨髄腫の発生率が統計的に有意 に増加 していることを報告

した6〕。1964年,原 子力委員会は,保 健衛生研究のパイオニアとして名高い

トマス ・マンクーゾに,同 委員会直属の核関連施設における労働者の被曝被

害の調査を委託 した。マンクーゾは職業被曝があまりに多すぎることや,原

発や核実験から出る放射性物質が人間に与える影響や害は予想をはるかに超

えて大きいことなどを実証 した。スチュアー トらとともに,デ ータを綿密に

解析 した調査は,低 レベルの電離放射線の被曝を受けた正常成人人 口に関す

る世界最大の調査研究となっだ)。 原子化学者であ り医師で もあるジョン・

ゴフマ ンは原子力委員会の放射線に関する健康調査プログラムの責任者を務

め,「 た った1個 あるいは数個程度の放射線の飛跡で も,人 間にがんを起 こ

す」 ことを明らかにしたn)0米 コロンビア大学のヘイ博士の研究グループは,

放射性のアル ファ粒子1個 が細胞を死滅 させることを報告 した9)。1950年 代,

ノーベル化学賞を受賞 した量子化学者 ・生化学者 のライナス ・カール ・ポー

リングと,後 にノーベル平和賞を受賞するソビエ ト連邦の理論物理学者のア

ンドレイ ・ドミトリエヴィッチ ・サハロフは,核 実験によって何百万人 もの
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人々が死ぬことを警告 した'0)。

放射線物理学者のアーネス ト・J.ス ターングラスは,1978年 に原発周辺

住民が原子力規制委員会 と政府を相手に起 こした訴訟で原告側の証人として,

数多 くの疫学調査結果を提示 した")。スターングラスは,原 子炉がある州で

低体重乳幼児率 と乳幼児死亡率が高いことを示 し,ネ バダ核実験の死の灰に

よる影響で,米 国で約100万 人の乳幼児が死亡 した と結論づけた12)。X線 と

低 レベル放射線の影響に関 し,米 最高の権威 と見なされるラッセル ・モーガ

ンは,ス ターングラスの論文を賞賛 した。元 ロー レンス ・リバモア核兵器研

究所研究員であ り地質学者のローレン ・モレは,低 体重乳幼児の身体,精 神,

知的問題を研究 している。米大学進学適性試験(SAT)の 点数を調査 し,

平均点とネバダ核実験の規模との相関関係を明らかにし,平 均点下降の原因

は核実験が放出 した放射能の影響を胎児時に受けたことと結論づけた。また,

カ リフォルニア州で 自閉症が核実験開始に合わせて出始め,チ ェルノブイリ

事故や原発の発電量の増加に従って上昇 していることを明 らかにした。スター

ングラスとモレは共同研究を行ない,7～8歳 の子供から取れた乳歯に含ま

れる放射性物質のス トロンチウム90の 含有量を調査 し,が んを患 う子供は健

康な子供の2倍 のス トロンチウム90を 有 していることを明らかにし,原 発の

日常運転 も核実験と同様 に悪影響を及ぼ していることを指摘 した。他にもス

ターングラスは,放 射性物質による人体への影響調査研究を広範囲に行い13),

ヒバクによって糖尿病発症率や,乳 がん,肺 がん,白 血病 などによる死亡率

が高まることを示 し,1950～99年 の間に米国で約1,930万 人が死亡 したと結

論づけた。調査結果は米国議会でも発表され,そ れをきっかけとして部分的

核実験禁止条約(PTBT)が 締結 された。統計学者のJ.M.グ ール ド博士は,

全米3,053郡 の40年 間の乳がん死亡者数を分析 し,増 加 した1,319郡 が原子炉

から100マ イル(約160km)以 内に位置 し,乳 がん死亡者の死因に原子炉が

関係 していることを指摘 した'4)。これらの研究により,原 子力利用は事故が

な くて も,人 類 と環境に取 り返 しのつかない害を与えていることが,明 らか

になったと言える。

米国科学アカデ ミーは2005年6月,第7報 告書 「低線量電離放射線被曝に

よる健康 リスク:BEIRVII-Phase2」 を公表 し,「被曝の リスクは低線量に
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いたるまで直線的に存在 し続け,し きい値はない。最小限の被曝であって も,

人類 に対 して危険を及ぼす可能性がある」 と結論づけた'5)。欧州放射線 リス

ク委員会(ECRR)は,2003年 勧告 「放射線防護のための低線量電離放射線

被曝の健康影響」を発表 し,1945～89年 の間に核実験や原子力利用が もたら

した放射能汚染は,6,160万 の大人,160万 の子供,190万 の胎児の死因になっ

ていると指摘 した。ECRRは,チ ェルノブイ リ事故による周辺地域での疾

患,DNA突 然変異,セ ラフィール ド再処理工場周辺の小児白血病に関す る

研究などの低 レベル放射線の内部被曝による損傷 の証拠を示す被曝研究に注

意を向け,ヒ バ ク ・リスクを国際放射線防護委員会(ICRP)の100～1000

倍高 く評価 し,ICRPの 方法論 と現行の法令を批判 した。ECRRは 公衆の被

曝合計最大許容線量を0ユ ミリシーベル ト,核 関連労働者の場合は5ミ リシー

ベル ト以下 に規制するよう提唱 している'6)。放射線が人体に与えるリスク評

価は,1900年 以来,科 学的な研究が蓄積するにつれて高ま り続け,提 唱され

る被曝制限値は低下 し続 けている。

3.米 国 の ヒバ クシ ャ補 償問題

1979年2月,ヒ バク退役軍人や遺族などが補償を求めて,「 全米被曝退役

軍人協会(NAAV)」 を結成 した。1980年4月 には市民グループがワシント

ンで 「全米放射線犠牲者市民公聴会」を開き,ヒ バク兵士,ネ バダ核実験場

の風下住民,核 物質 と核兵器製造工場の労働者,ウ ラン採掘労働者,米 核実

験場のマーシャル諸島の住民,事 故を起 こしたス リーマイル島原発周辺の住

民,在 米 日系人被爆者,医 療用放射線で過剰被曝 した患者 などが参加 し,健

康被害に対する補償を訴えた91)。

1980年8月,カ ーター政権下の米下院州間 ・外商委員会が 「見捨て られた

モルモ ット 合衆国の核爆発実験による低 レベル放射線被曝による健康への

影響」との報告書を公表 し,被 曝退役軍人 とネバダ核実験場の風下住民に対

する補償法の早急な制定を勧告 した。1984年10月,レ ーガン政権は 「退役軍

人のためのダイオキシン・放射線被曝補償法(VDRECS)」 を制定 し,規 定

の8種 のがん罹患に認定 された者に補償を行なった。 さらに1988年5月 には,
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退役軍人のみを対象 とした 「放射線被曝退役軍人補償法(REVC)」 を制定

した。被曝退役軍人が21種 のがんに罹ると自動で補償対象となり,疾 病の程

度によって毎月100～2,400ド ルが支給 され,医 療費は免除 されるとともに,

要介護加算,家 族手当,遺 族手当などもある。手当を受給 した者は約25万 人

に上 る。 しか し,規 定の21種 とは異なるがんで申請する場合はVDRECS法

に沿 った審査 とな り,推 定被曝線量値や既往症などの資料 を基にがんと放射

線 との因果関係が審査 される。2004年 までに被曝退役軍人か ら手当が申請 さ

れた18,275件 の うち,認 定されたのは約10%の1,875件 であった。非認定の

被曝退役軍人やその遺族 は,退 役軍人省やエネルギー省を相手に,損 害賠償

を求める訴訟を起こしたが,い ずれも敗訴 した。米国全体で約40万 人の被曝

退役軍人のうち,生 存者 はすでに2万 人以下 とな り,救 済の間口を広げる緊

急性が指摘 されている32)。

軍人以外 を対象とした補償 として,ブ ッシュ政権は1990年10月,「 放射線

被曝者補償法(RECA1990)」 を制定 し,ネ バ ダ核実験場の風下地域の住民

のうち,13種 のがん罹患 に認定された者に5万 ドル,ウ ラン鉱山の採掘労働

に従事 し肺がんなどを患 う者に10万 ドルの補償を行なった。1992年10月 には

「放射線被曝退役軍人法」 を一部改定 し,補 償対象の疾患 を15種 のがんとし

た。 クリントン政権はヒバク被害の公開に積極的な姿勢を示 し,95年 にエネ

ルギー省は,米 政府関係研究機関が30～70年 代の40年 間以上にわたり,計43

5件,約16,000人 を被験者 として被爆人体実験 を行 ったことを発表 した。

2000年4月 には,「 過去の過ちを正 し,政 府の責任で最大限救済する」 とし

て,核 兵器製造 に従事 した ヒバ ク労働者に国家賠償 し,が んの発病に最高10

万 ドルを支払い,3年 間で3億6千 万 ドルを支出する予算 を計上 した。2000

年7月 にはRECA1990を 改定 して 「RECA2000」 を制定 し,ネ バ ダ核実験

場風下地域を大幅に拡大 し,補 償対象の疾患を19種 に改定 した。また,ウ ラ

ン鉱石の運搬 と精錬に従事 した労働者 にも10万 ドルを補償 し,核 実験場で働

いた技術者や除染作業労働者などの 「現場参加者」には7万5千 ドルの補償

を行なった。2000年10月 には,「 エネルギー雇用者職業病補償法(EEOICP

A)」 を制定 し,核 物質 ・核兵器製造施設の労働者で31種 のがんに罹 った者

を補償対象 とし,3箇 所のウラン濃縮施設 とアラスカ州での地下核爆発実験



日米 におけるヒバクシャ研究の現状 と課題129

に参加 した者には15万 ドルの補償を行な った。

2005年4月,米 上下両院議員がRECA2000に よる補償金受給見直 しのた

め,核 爆発実験 による放射線の影響調査 を勧告 し,全 米科学 アカデ ミー

(NAS)は 「放射線被曝適正検査 と教育計画のための科学的情報評価」 との

報告書を作成 し,補 償金受給資格を拡大することを勧告 している。米国にお

けるヒバクシャ補償の範囲は,年 を経るごとに拡が り,財 政負担は増加の一

途をたどっている。

全米放射線被曝者協会 は,米 国のヒバクシャを約90万 人 と推定 している。

今 日,既 存の被曝者補償法の枠に入らない多 くの米国人ヒバクシャが,裁 判

で政府と争 っている。 ヒバクシャの補償問題は,ヒ バ ク源 を根絶する必要性

を示 している。地球上からすべての放射能がな くなるまで,こ の問題は解決

しないと言える。

4.米 国の放射能汚染問題

オバマ政権 は2009年2月,「 アメリカ復興 ・再投資法(ARRA)」 を成立

させ,再 生可能エネルギー技術の開発,核 兵器関連施設の解体や放射能汚染

物質の除去作業を推進 している。ナホバ先住民居留地では,1,300箇 所以上

のすべてのウラン鉱山が廃鉱となり,土 地の除染作業が開始 した。核開発体

制の最下層に置かれ,1940～80年 代に盛んに行なわれたウラン鉱採掘により,

住民の放射線障害や環境の放射能汚染が深刻化 している。 その惨状は先住民

のマニー ・ピノをはじめとする環境保護活動家によって世界に伝えられ,こ

の問題は環境正義の視点か ら環境社会学,環 境倫理学,平 和学などで研究 さ

れている33)。

全米の放射性廃棄物の6割 以上を有 し,米 国で最 も汚染された土地とされ

るハンフォー ド・サイ ト核施設では,年 間2千 億 ドルの国家予算を費や し,

ワシン トン州環境部,米 国エネルギー省,米 国環境保護庁の三者が除染作業

と浄化技術の研究を続けている。14年 間の浄化作業の成果は全体の0.3%に

過ぎず,汚 染 された大地 と水を浄化する技術はいまだ開発されず,周 辺住民

の被曝被害を止めることができずにいる34)。1996年の報告書によれば,地 区
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の環境清浄化完了までに75年 以上の期間が必要と見 られている35)0

しか し,医 師のヘ レン ・コルディコットは,放 射能はその半減期の20倍 程

度の期間,管 理(人 間環境か らの隔離)が 必要であると指摘する9ti)O原子炉

から出る使用済み核燃料や劣化ウラン弾の主成分であるウラン238の場合 は,

900億 年 となる。宇宙の歴史をはるかに超える900億 年間,放 射性物質を管理

するのは不可能である。私たちは恐ろしい負の遺産を,ほ ぼ永久的に,子 孫

に残すことになる。

5.日 本 の ヒバ クシ ャ補 償問題

1945年8月 の米国の原爆投下 によって,広 島で36万 人(誤 差±1万 人),

長崎で28±1万 人が被爆,45年12月 までに広島で14±1万 人,長 崎で7±1

万人が死亡 した37)。2010年8月 の広島原爆死没者名簿登録者数は269,446名,

長崎は152,276名,加 えて広島平和公園の原爆供養塔に未だ氏名の判明 しな

い約7万 柱の遺骨が納められ,被 団協はなお10万 人の死没者が不明状態と見

ている。2010年3月 末現在,被 爆者手帳を所持する日本在住者数 は227,565

人,最 多の80年 度末では372,264人 であった。

日本政府 は1994年,「 原子爆弾被爆者 に対する援護に関する法律」を制定

した。法律で被爆者を,1.爆 心地か ら約3.5km以 内での直接被爆 した者,

2.原 爆投下後約100時 間以内に爆心地か ら約2km以 内に滞在 した者,3.

原爆投下後に死体処理や救援活動に従事するなど放射能の影響を受 ける事情

があった者,4.1～3の いずれかに該当す る者 の胎児であった者のうち被

爆者健康手帳を交付 された者とし,対 象者を制限している。米REVC法 で

は,1945年8月6日 か ら約1年 間に広島または長崎の市街地か ら約16km以

内の地域にいた兵士を対象に補償が行われ,日 本で被爆者 と認められる条件

は米国より厳 しい状況 となっている。3.5km以 遠 で被爆 した者や,手 帳を

取得 していない被爆者は少な くない。

被爆者 と認定され,月137,430円 の医療特別手当を受給する被爆者数は,2

008年 度末現在で4,323人,日 本在住被爆者235,569人 の約1.8%,毎 月50,750

円が支給 される特別手当を受給 している被爆者数は1,018人 で約0.4%と な っ
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ている。申請件数に対する認定率は1957年 には97%で あったが,求 め られ る

条件が高まり,近 年は20%前 後に落ち込んでいる。厚生労働大臣の名の下に

よる 「原爆症認定制度」では,DS86と いう米国主導で作 られた線量推定方

式が認定基準 として採用 され,爆 心地か ら近距離で体外被爆 した障害が重視

され,低 レベル放射線による被曝や内部被曝は過小評価 されている。

さらに日本には,も う一つの原発被曝者集団が存在する。1970～2005年 の

原発労働者数は169万7千 人,財 団法人 「放射線従事者中央登録セ ンター」

に登録 された放射線被曝者 は2000年 末現在 で累計35万2,888人 となってい

る3A)0原発被曝者は原爆被爆者と同様の放射線障害を患っているが,援 護法

の対象と見なされない。被曝の責任は国家ではな く雇い主 にあるとし,労 働

者災害補償保険による救済措置が取られることになっているが,現 実には,

責任は雇い主側ではなく労働者 自身にあるとされ,労 災が認定されないケー

スがほとん どである。

これ らのヒバクシャに加え,こ れまで被爆地域と認められていなかった場

所で原爆による 「黒い雨」で被曝 した者,1964年 以降にシルクロー ド・ウイ

グル地区を訪れ,中 国の核実験の影響で被曝 した者,旧 ソ ・チェルノブイリ

原発事故の影響が 日本に及び被曝 した者,岡 山県と鳥取県のウラン鉱山で採

掘作業を行い被曝 した者など,近 年新たなヒバクシャが発見されている。国

内では原爆症認定訴訟や原発被曝訴訟が相次 ぎ,今 日,ヒ バクシャ行政にお

いて,増 え続けるヒバクシャへの補償問題にどう対応するかが,最 大の課題

となっている。

国内の研究においては,公 式に被爆者 と認定されない被爆者の救済に向け,

原爆 と病との因果関係を明 らかにしようとす る研究が進められ,被 爆被害の

実態や内部被曝の危険性を明らかに した研究39)が出版 されている。他方で,

ヒバ ク体験 や ヒバ ク シ ャの思 想 を残 す た め の研 究 も進 め られ,書

籍40)やルポルター ジュ91)などが出版されている。近年の研究の1つ の潮流

として,イ ンターネ ットを利用 し,情 報の収集 ・発信や,多 様なネッ トワー

クづ くりにより,こ れまで権力によって隠されてきたヒバク被害や加害の実

態を明 らかにし,ヒ バ クシャを救済 しようとする傾向が見 られる。
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6.日 本の被曝防護問題

六ケ所村再処理工場 は,通 常型原発1基 の約320倍 の放射性物質を日常的

に放出することが指摘されている42)。2006年7月8日 の記録では,一 般濃度

規制値の770倍 の放射性物質が海洋放出されている43)。

国際環境保護団体グリー ンピースは2008年2月,ロ ン ドン大学の放射線生

物学者であり環境放射能 コンサルタン トであるイアン・フェアリーに委託 し

た研究結果報告書 「六 ヶ所再処理工場:放 射性核種の推定放出量 と集団線量」

を発表 した。報告書では,「毎年,世 界でおよそ370人 が,が んで死亡すると

計算 される」 とし,予 定 されている40年間,再 処理工場が最大能力の運転を

休みな く続 けた場合,「 世界全体で1万5千 人が,が んで死亡する」 と結論

づけた44も

欧州放射線 リスク委員会(ECRR)は2003年,公 衆の被曝合計最大許容線

量をo.iミ リシーベル ト,原 発労働者の場合は5ミ リシーベル ト以下にす る

よう勧告 した。 しか し日本は,職 業上,放 射線を浴びる人の被曝量を年間50

ミリシーベル トまで,公 衆の被曝量を年間1ミ リシーベル トまでと規定 し,

従来の規定を変えようとしない。原発労働による被曝が原因で死亡 した労働

者の被曝量は,ほ とんどの場合が規定値以下であ った。50ミ リシーベル トと

の規定値は,人 を殺す可能性のある値であり,こ の規則は労働者の命を守 る

ためではなく,産 業利益を守るため,危 険性の高い被曝を労働者に強いるた

めにあると言える。

WHOは2009年9月,「 ラ ドン ・ハ ン ドブ ック」 を発行 し,屋 内ラ ドン濃

度の規制を勧告 した45)。国際放射線防護委員会(ICRP)も,鉱 山労働者の

ラジウム被曝や,居 住 ・職場環境中ラ ドン被曝の実態や リスク評価研究を踏

まえ,1993年 に刊行 した 「Publication65」 で発表 したラ ドンのリスクを見

直 した。2009年11月 に 「ラ ドンに関する声明」を出し,リ スクを従来の約2

倍高 く評価す ることを提示 した46)0

これに呼応 し,ICRPの 日本支部を有する日本保健物理学会は2010年9月,

この声明に関する討論会を開催 した。討論会では,ICRPの 評価方法に疑問
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を呈す る意見が多数出され,「 日本にこの基準を適用 した場合,年 間2～3

人肺がん死亡者を低減できると思われるが,ラ ドン温泉文化を持つ日本に適

用 した際の社会的経済的損失を検討すれば,そ の適用には疑問が生 じる」 と

の趣 旨の意見 も出され,被 曝防護基準改定への慎重派が多数を占めた47)。

柏崎刈羽原発が中越沖地震によって事故を起 こした際,CNNは 日本で相

次 ぐ原発事故 と事故隠 しに対 し,「政府と東京電力 による悪質な隠蔽工作で

あり,隠 蔽体質がな くならない限り,日 本の放射能事故はな くならない」 と

批判 した。BBCは,「 世界に核廃止を訴えるべき被爆国日本が,狭 い国土に

原発を林立 させ,自 国が落とされた原爆何万発分にも相当する原子炉の危機

管理ができず,原 発周辺 に住民が住んでいることは異常であり,そ れは政府

が情報を隠蔽 し続けてきたことの結果である」と批判 したdR)。日本では,原

発推進派のメディアが電力会社のスポンサーとな っていることや,三 菱,日

立,東 芝などが支える原子力産業の利益が重視 され,ヒ バクの危険性に関す

る報道は極力控え られている。

原爆被爆者の診療を続 ける肥田舜太郎は,以 下のように語っている。

原発の被害を暴いて出そうとする人 もいるけど,発 表できる場がない。

僕 も体験 した。電力会社や大手広告会社の圧力があるし,TV会 社で も難

しくな っている。医療の教科書にヒバクの問題は載 っていません。未だに

米国の資料隠 しも続いています。だか ら,原 子力や核の平和利用の危険に

ついて も,人 々は認識が甘いのです。危険について知 っている人 も,政 府

や企業の圧力があって,な かなか表には出せないので一}/9)。

少 しで も被曝被害を減 らすために,情 報開示は不可欠である。人命を最重

視 した被曝防護体制が求め られている。

おわりに

「被爆国アメリカ』,「原子力開発の光と影』,「原子力裁判」などの書籍に

は,米 国におけるヒバ クをめ ぐる論議が克明に記されている。米国内では,
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様々な レベルで,ヒ バク被害に関する開かれた論議が行なわれてきたことが

わかる。その様子を撮影 した ビデオが,多 くのウェブサイ ト上で公開されて

いる。低線量被曝に関す る研究では,名 高い研究者が研究を行ない,そ の成

果は高級な学術誌で発表 されている。

他方,日 本の原子力文化は,「 議論な し,批 判なし,思 想なし」 と言われ

る50)0日本でヒバク被害やヒバクシャ問題を扱 う権威ある研究者は少ない。

ヒバク情報や論議が不足 している社会状況 にあ って,実 は日本人は欧米人

よりも,ヒ バクの恐ろしさや ヒバ ク被害の実態を認識 していないのではない

かと思われ る。私たちは,身 近にヒバクシャが存在 していることに気づいて

いるだろうか。ヒバクシャがどれほどの被害を被 っているか,何 がヒバクシャ

を苦 しめているのか,そ の責任は誰にあるのかを,知 っているだろうか。そ

もそもヒバ クシャ自身,自 分が被 っている被害の全体像を把握できているだ

ろうかQ

ヒバクシャは,原 爆の炸裂や原発事故による直接的な被爆のみならず,日

常生活の環境に残された放射能によって被曝 している場合が,ほ とんどであ

る。 ヒバク被害の原因を,直 接的なヒバクのみに求めることは,被 害を総体

的に把握す ることを妨げて しまう。 これまでのヒバクシャ被害に関する研究

は,ヒ バクシャに特有の被害や問題について聞き取 り,特 有の被害に焦点を

当てて進められ,被 害の総体を明らかにすることができずにいるのではない

だろうか。

本来,ヒ バクによる被害は,生 存できるか否かという生命や健康 という身

体面か らのみな らず,快 適な環境で暮 らせるかという生活面か ら考察され る

べきものである。些細に見える生活上の問題 も,ヒ バ クに起因する被害と捉

え,研 究すべきであると考える。生活環境における被曝を考慮すれば,ヒ バ

ク被害は公害被害に近い側面を持 っている。 ヒバク問題を環境問題 として捉

える視点が重要であると思われる。

社会学者の濱谷正晴は,著 書 「原爆体験』 において,以 下のように記 して

いる。

近年,「 ヒロ シマ とナガ サキの原爆 投下 に よ って,日 本人 が戦後,自 ら
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をこの戦争の 『被害者」「犠牲者」 と見なすようになった」,「原爆の もた

らした悲惨は言語に絶するが,そ のために日本が被害者であるかのような

錯覚が生まれる」 といった言説がとみに強 まっているように思われる……

国が被爆者 に原爆被害の 「受忍」を強いるにとどまらず,言 論人や学者

たちをはじめ,国 民世論が被爆者 に 「沈黙」を強い,戦 争責任を追求 して

きた運動を封 じ込める……

苦痛を乗 り越えて証言することに意味が感 じ取れな くなれば,生 存者た

ちは心を閉ざす。そうなれば,〈 原爆体験 〉は,そ の全体像が明るみに出

ないまま,人 びとの心身の奥深 くに閉 じ込められてしまう。語 ることに意

味が生まれる。そのような社会を,わ たしたちはつ くっていかな くてはな

るまい……

ことの重みを被爆者のみに背負わせてはなるまい51〕。

ヒバ ク被害 を語 りた くな い心情 や語 れ ない事 情,ヒ バ ク被害 を公に語 りづ

らい社会環境,ヒ バ ク被 害 に関す る情報不足 な どによ り,ヒ バ ク シャは実 は,

欧米諸 国の ヒバ クシ ャに比べ,被 害者意 識が薄 いのではないだろ うか。「ノー

モア ・ヒロ シマ ・ナガサキ」,「ノーモ ア ・ヒバ クシ ャ」 と声 を発 す る被爆者

や核 廃絶運動 は人類 の生 存を かなえ,被 爆二 世の平和 活動 は私 たちに命 の大

切 さを実感 させ て くれて い る52)。私 た ちは ヒバ ク シャとと もに,ヒ バ ク被害

の恐 ろ しさの本 質 を公 に し,ヒ バ クシ ャの救 済 と原子力廃 絶 を 目指 して いか

なけれ ばな らな い。
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